
定住自立圏構想研究会運営要綱 

 

１．背景・目的 

人材の確保・育成、地域間交流、医療の確保等により、地域社会を再生し、住民

に安心を供給することが喫緊の課題である。 

このため、都市と地方がともに支え合う「共生」の考え方を具体化し、地方圏の

人口流出を食い止めるダム機能の確保を目指して、日常生活に必要な機能を備える

圏域のあり方やその実現方策について検討するため、総務大臣主催の研究会を開催

する。 

 

２．名称 

 本研究会の名称は、「定住自立圏構想研究会」（以下「研究会」という。）とする。 

 

３．検討内容 

   ・地方圏の現状（地方都市、農山漁村、基礎的条件の厳しい集落） 

・平成の合併を踏まえた広域行政圏・地域コミュニティの検証 

・人口流出をくいとめるダムとして必要な機能 

・圏域のあり方と設定のシミュレーション（交通手段、時間距離の検証など） 

・圏域機能整備の手法 

・実現のための方策        等 

 

４．構成員 

   別紙のとおり。 

 

５．運営 

（１）本研究会は総務大臣主催の研究会とする。 

（２）本研究会に座長を置き、総務大臣があらかじめ指名する。 

（３）座長は、本研究会を招集する。 

（４）座長は、必要があると認めるときは、あらかじめ座長を代行する者を指名すること

ができる。 

（５）座長は、必要な者に研究会への出席を求め、その意見を聴取することができる。 

（６）座長は必要があると認めるときは、構成員等による実地調査を実施することができ

る。 

（７）その他、研究会の運営に必要な事項は座長が定める。 

 

６．開催日程 

   平成２０年１月から開催する。 

 

７．庶務 

研究会の庶務は、総務省内の定住自立圏構想検討プロジェクトチームが行う。 
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